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介護保険制度における後期高齢要支援者の生活機能の特徴
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目的 日本の介護保険制度で要支援と認定された後期高齢者の運動習慣，主観的体力，生活機

能，転倒，転倒恐怖感，転倒恐怖感による外出控えなどの特徴を明らかにすることである。

方法 対象者は75歳以上の要支援者126人（男性29人，女性97人），健常者262人（男性114人，女

性148人）である。対象者の運動習慣，主観的体力，基本的生活機能，高次生活機能，過去

1 年間の転倒経験有無，転倒恐怖感，転倒恐怖感による外出控えを調査し，各項目ごと男女

別に x2 検定を行い，要支援者の特徴を検討した。

結果 要支援者において運動習慣を有しない者の割合が高かった。主観的体力の特徴は「持久

力」，「力」，「柔軟性」を必要とする項目で「できない」と答えた者の割合が高かった。基本

的生活機能は，「歩行」，「入浴」の非自立度が高かった。高次生活機能は，要支援者の非自

立度が高く，とくに社会的役割を評価する項目でその傾向は強かった。要支援者で転倒恐怖

感を有する者は，男性93.1（27/29），女性93.8（91/97）であった。転ぶことが恐くて

外出を控える者は，要支援者の男性66.7（18/27），女性60.4（55/91）であった。過去 1
年間の転倒経験を有する者の割合は，要支援者と健常者間で男（要支援者31.0，健常

者26.3)・女（要支援者40.2，健常者32.7）ともに有意な差はみられなかった。

結論 要支援者には歩行，入浴を中心とする基本的生活機能と社会的役割を高める支援が必要で

あることが推察された。また，転倒恐怖感を有する者の割合が高く，転倒恐怖感のために外

出を控える者が 6 割以上であったことから，転倒恐怖感の解消を目指す介入プログラムの提

供が必要であることが示唆された。
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 緒 言

医療技術の進歩や食生活の向上，社会衛生環境

の改善など生活諸条件のレベルアップに加えて，

国民個々人の健康意識の増大により平均寿命は著

しく延びてきた。寿命の延長に伴って高齢者が急

増する社会構造の中で，高齢期をどのように過ご

せるのかが高齢者の生活の質を考える上で重要な

問題である。平均寿命の伸びは，自立期間のみで

はなく障害期間の延長をもたらし，障害期間は女

性が男性より長いことが指摘されている1,2)。従

来から集団の健康を表す指標としては，死亡率や

有病率などが用いられてきたが，高齢者の多くは

さまざまな疾病やそれに伴う障害を有することが

多いことから高齢者の健康状態を示す指標として

は，日常生活を営む上で必要とされる生活機能

（activities of daily living; ADL）が自立した状態で

いられるかを示すのが適すると WHO は提唱

し3)，高齢期においては生活機能が自立している

活動的平均余命を伸ばすことの重要性を強調して

いる。Lawton は4)，人間の能力を低次の活動に

関する能力から高次の活動に関する能力までを概

念的に体系化し，原始的で単純な能力である「生

命維持」から高度で複雑な能力である「社会的役

割」まで 7 段階に分けることができると提案し

た。高齢者が自立した日常生活を送る上では，少



447447第50巻 日本公衛誌 第 5 号平成15年 5 月15日

なくとも「身体的自立」レベルの能力が必要であ

るが，より積極的で豊かな生活を営むためには

「手段的自立」以上の能力が必要であることが指

摘されている5)。身体的自立を評価する尺度には，

1 人の人が自立して生活するために毎日繰り返さ

れる食事，トイレ，歩行，着替え，入浴のような

基本的生活機能（以下BADL）が含まれる6)。

身体的自立より一段階上位の活動能力である外

出，買い物，金銭管理など手段的自立（以下

IADL）は個人が社会環境に適応し，地域での独

立した生活を維持していくうえで不可欠な能力で

ある7)。

平均寿命の延長は，健常者のみではなくて，寝

たきりや痴呆などにより介護を必要とする高齢者

も増加していることが今日の大きな社会問題の 1

つである。一方では，子供の減少，核家族化の進

展，家庭で高齢者を支える家族の高齢化により家

族の対応だけで介護することが難しく，高齢者の

介護問題が家族の大きな負担と不安要因となって

いる。こうした中，平成12年 4 月から介護を必要

とする高齢者を幅広い社会で支えるための新たな

仕組みとして，介護保険制度が導入された。日本

の介護保険制度では要介護度によって利用可能な

サービスの内容が異なってくる。要介護者につい

ては，在宅・施設両面にわたる多様なサービスを

給付し，要支援者に対しては，要介護状態の発生

の予防という観点から，在宅サービスを給付して

いる。しかし，要支援者が要介護状態になると支

援負担が大きくなることから，要介護状態の発生

を予防する観点からの要支援者に対する自立支援

は大きな意義を有するものであろう。要支援者に

対する支援策は，要支援者の諸特性を多側面から

詳細に把握したうえで立てるのが合理的であると

考えられる。しかし，介護保険制度で要支援者の

諸特性を把握するための検討が十分に行われてい

るといえない状態であることから，より詳細な調

査分析が必要といえよう。

これらの背景を踏まえたうえで行った本研究の

目的は，後期高齢要支援者の運動習慣，主観的体

力水準，生活機能および転倒恐怖感の実態を明ら

かにし，生活機能の自立を高めるためにはどのよ

うな支援が適切であるのかに関する情報を得るこ

とである。

 研 究 方 法

. 調査の概要

本研究のデータベースは，2000年度東京都国立

市が65歳以上の健常高齢者と介護保険制度におけ

る要支援と認定された者を対象に実施した「高齢

者の社会活動と介護予防に関する調査」である。

この調査の概要を簡単に説明する。健常者は，

2000年11月 1 日時点の住民基本台帳を用い，国立

市在住の65歳以上の人口から要支援・要介護者を

除いた9,201人の10に相当する920人を層化二段

無作為抽出法により抽出した。要支援者は，介護

保険制度における要支援認定者175人全員を対象

とした。調査項目は基本項目，過去 1 年間の転倒

経験有無，運動習慣，主観的体力8)，住宅環境，

生活機能，社会サービス，食事，社会参加，介護

予防サービスなどである。調査対象者には，事前

に電話で調査日と時間，調査内容について簡単に

説明した後，訪問の際に改めて同意と承諾を得て，

2000年11月17日～12月27日に訪問面接法により調

査を行った。健常者は920人中727人より（回収

率79.0），要支援者は175人中159人より回答

を得た（回収率90.9）。1 つの論文にこの膨

大な資料全体をまとめるのは無理なことから，

テーマ別に分けて順次に報告する予定である。第

1 報である本研究では生活機能を中心に分析した。

. 本研究の分析で用いた内容

1) 対象者

75歳以上の後期高齢者を対象者と限定した。対

象者の分布は，要支援男性29人，女性97人，健常

男性114人，女性148人である。

2) 分析項目

運動習慣，主観的体力，BADL，高次生活機

能，過去 1 年間の転倒存無，転倒恐怖感，転倒恐

怖感による外出控えなどである。

3) 資料分析

各項目ごと男女別に x2 検定を行った。統計学

的な有意水準は 5とした。

 結 果

. 運動習慣

表 1 には，要支援者と健常者間の運動習慣関連

項目の比較を示した。軽い散歩や体操，スポーツ

などの運動習慣を有しない者の割合をみると，男
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表 要支援者と健常者間の運動習慣関連項目の比較

項 目 カテゴリー

男 性

x2 値

女 性

x2 値
要支援者
(n＝29)

健常者
(n＝114)

要支援者
(n＝97)

健常者
(n＝148)

軽い散歩や体操，スポーツなどの運動習慣 あり 37.9 63.2 6.0 42.3 51.4 1.9
なし 62.1 36.8 57.7 48.6

一日の平均運動時間 30分未満 63.6 34.7 3.4 42.5 32.4 1.1
30分以上 36.4 65.3 57.5 67.6

運動頻度（日/週） 3 日以上 86.2 75.4 1.5 77.3 73.0 0.6
2 日以下 13.8 24.6 22.7 27.0

運動の継続年数 2 年未満 72.4 43.0 8.0 68.0 56.1 3.5
2 年以上 27.6 57.0 32.0 43.9

運動を行っている主な理由# 健康のため 27.6 52.6 5.8 35.0 43.9 1.9
体力維持・向上 20.7 27.2 0.5 23.7 20.3 0.4
ストレス解消 3.5 7.9 0.7 8.2 8.1 0.1
仲間づくり 0.0 7.9 2.4 5.1 8.1 0.8

一緒に運動を行っている者# 一人 31.0 45.6 2.0 35.0 37.2 0.1
家族 10.3 10.5 0.0 2.1 6.1 2.2
友達 3.5 7.9 0.7 5.1 9.5 1.5
同好人 3.5 5.3 0.2 4.1 10.1 3.0

運動をしていない主な理由 健康が良くない 33.3 16.7 5.0 41.1 20.8 10.1
体力がない 11.1 16.7 25.0 19.4
興味がない 5.6 11.9 5.4 15.3
億劫である 33.3 19.0 8.9 18.1
その他 16.7 35.7 19.6 26.4

# 複数回答 P＜0.05
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性では要支援者（62.1）と健常者（36.8）間

で有意差（P＜0.05）がみられたが，女性（要支

援者57.7，健常者48.6）では有意差がみ

られなかった。運動をしない主な理由について調

べたところ，男性の要支援者は「健康が良くない」

と「億劫である」との答えがそれぞれ33.3と高

かったが，統計学的な有意差はみられなかった。

女性では要支援者，健常者ともには「健康が良く

ない」（要支援者41.1，健常者20.8），

「体力がない」（要支援者25.0，健常者

19.4）との答えが高くて有意差がみられた。

「一日の平均運動時間」，「運動頻度（日/週）」，

「運動の継続年数」，「運動を行っている主な理

由」，「一緒に運動を行っている者」，「運動をして

いない主な理由」について比較した。有意差（P

＜0.05）がみられた項目は，男性で「運動の継続

年数」（要支援者2 年未満の者が72.4，健常

者2 年以上の者が57.0）と「運動を行ってい

る主な理由」が「健康のため」（要支援者27.6，

健常者52.6）の答えで，女性で「運動をして

いない主な理由」が「健康が良くない」（要支援

者41.1，健常者20.8）であった。

. 主観的体力

表 2 は，要支援者と健常者間の主観的体力の比

較を示したものである。男女の要支援者が「でき

ない」と答えた者の割合が高い項目は「休まず 3

階まで階段を昇れる」男性62.1，女性80.4，

「急ぎ足で30分ほど歩き続けられる」男性89.7，

女性87.6，「布団を干したり取り込んだりでき

る」男性75.9，女性72.2，「布団などの上げ

下ろしができる」男性58.6，女性75.3，「正

座の姿勢で手を伸ばして後ろの物をとれる」男性

58.6，女性69.1，「床に落ちた物を膝を伸ば

して拾える」男性62.0，女性70.1などであ

り，健常者との間に有意差（P＜0.05）がみられ

た。一方，「できない」と答えた者の割合が低い
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表 要支援者と健常者間の主観的体力の比較

「できない」と答えた者の割合（）

項 目

男 性

x2 値

女 性

x2 値
要支援者
(n＝29)

健常者
(n＝114)

要支援者
(n＝97)

健常者
(n＝148)

休まず 3 階まで階段を昇れる 62.1 28.1 11.8 80.4 39.9 39.1
凸凹道を倒れないで速く歩ける 55.2 24.6 10.2 72.2 23.6 56.3
急ぎ足で30分ほど歩き続けられる 89.7 50.9 14.3 87.6 61.5 19.8
人や物にぶつかりそうになったときよけられる 51.7 20.2 11.8 56.7 22.3 30.1
布団を干したり，取り込んだりできる 75.9 21.0 31.8 72.2 31.1 39.7
上着やコートに両腕を通せる 20.7 9.6 2.7 9.3 3.4 3.7
布団などの上げ下ろしができる 58.6 17.5 20.3 75.3 23.0 65.1
強くしまっている大瓶のねじ蓋を開けられる 48.3 19.3 10.3 74.2 37.8 31.1
シャツや洋服のボタンをはめられる 10.3 7.0 0.4 8.2 5.4 0.8
包丁で果物の皮をむける 34.5 12.3 8.2 13.4 7.4 2.4
はさみで線に沿って紙を切れる 20.7 7.0 4.9 21.6 10.1 6.2
靴の紐を結べる 24.1 9.6 4.4 27.8 8.8 15.6
しゃがんだ姿勢から立ち上がれる 72.4 30.7 16.9 83.5 45.3 35.8
床に落ちた物を膝を伸ばして拾える 62.0 25.4 14.1 70.1 5.7 47.1
正座の姿勢で手を伸ばして後ろの物をとれる 58.6 29.8 8.4 69.1 28.4 39.3
ズボンをはいたりぬいたりできる 13.8 7.9 1.0 12.4 5.4 3.7

P＜0.05

表 要支援者と健常者間の BADL 非自立度の比較

項目 区 分

男 性

x2 値

女 性

x2 値要支援者
(n＝29)

健常者
(n＝114)

要支援者
(n＝97)

健常者
(n＝148)

歩行 非自立（) 27.6 3.5 17.4 20.6 4.0 16.9
食事 非自立（) 27.6 1.8 23.7 9.3 2.0 6.6
トイレ 非自立（) 13.8 0.0 16.2 2.1 0.7 0.9
入浴 非自立（) 34.5 1.8 32.2 15.5 1.3 18.1
着替え 非自立（) 13.8 0.0 16.1 3.1 1.3 0.9

P＜0.05
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項目は「上着やコートに両腕を通せる」男性

20.7，女性9.3，「シャツや洋服のボタンをは

められる」男性10.3，女性8.2，「ズボンをは

いたりぬいだりすることができる」男性13.8，

女性12.4であり，健常者との間に有意差はみら

れなかった。

. BADL

要支援者と健常者間の BADL の非自立度につ

いて比較したところ（表 3），男性では 5 つの全

項目で，女性では歩行，食事，入浴の 3 項目で有

意差（P＜0.05）がみられた。要支援者の非自立

度が高い項目は，男性で歩行 27.6，食事

27.6，入浴34.5であり，女性で歩行20.6，

入浴15.5であった。非自立度が低い項目は，男

性でトイレと着替えがそれぞれ13.8，女性で食

事9.3，トイレ2.1，着替え3.1であった。

. 高次生活機能

老研式活動能力指標を用いて評価した高次生活

機能の状況を調べたところ（表 4），男女ともに

要支援者と健常者間で有意差がみられなかった項

目は「健康についての記事や番組に関心がある」

の 1 項目であり，他の12項目では両者間で有意差
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表 要支援者と健常者間の老研式活動能力指標の比較

「いいえ」と答えた者の割合（）

項 目

男 性

x2 値

女 性

x2 値
要支援者
(n＝29)

健常者
(n＝114)

要支援者
(n＝97)

健常者
(n＝148)

バスや電車を使って 1 人で外出できる 62.1 8.8 41.7 61.9 17.6 50.5
日用品の買物ができる 51.7 16.7 15.7 47.4 17.6 25.2
自分で食事の用意ができる 69.0 36.0 10.3 33.0 15.5 10.2
請求書の支払いが出来る 55.2 21.2 13.1 36.1 16.9 11.7
銀行預金・郵便貯金の出し入れができる 55.2 20.2 14.3 46.4 18.9 21.1
年金などの書類が書ける 51.7 14.0 19.3 49.5 22.3 19.6
新聞を読んでいる 24.1 6.1 8.5 27.8 15.5 5.5
本や雑誌を読んでいる 37.9 14.0 8.6 36.1 21.6 6.2
健康についての記事や番組に関心がある 27.6 15.9 2.1 19.6 18.2 0.1
友達の家を訪ねることがある 93.1 42.1 24.1 77.3 35.8 40.5
家族や友達の相談にのることがある 51.7 21.9 10.2 57.7 29.7 19.0
病人を見舞うことができる 75.9 29.8 20.6 71.1 36.5 28.1
若い人に自分から話しかけることがある 58.6 29.0 9.0 50.5 25.7 15.8

P＜0.05

図 転倒恐怖感および転倒恐怖感のための外出控え
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（P＜0.05）がみられ，「いいえ」と答えた者の割

合は要支援者が健常者より有意に高く，その傾向

は社会的役割を評価する項目で顕著であった。

. 転倒恐怖感

図 1 には，転倒恐怖感の実態および転ぶことが

怖くて外出を控える者の割合を示した。要支援者
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表 転倒経験有無，転倒恐怖感，転ぶことが怖くて外出を控える者割合

項 目
男 性

x2 値
女 性

x2 値
要支援者 健常者 要支援者 健常者

1 年間の転倒経験者 13.0 26.3 0.26 40.2 32.7 1.45
転倒経験有

転ぶことが怖い 100.0 60.0 5.20 94.9 89.6 0.81
転ぶことが怖くて外出を控える 77.8 56.7 1.30 64.1 41.7 4.34

転倒経験無

転ぶことが怖い 90.0 59.5 6.63 93.1 79.8 5.00
転ぶことが怖くて外出を控える 65.0 45.2 2.52 62.1 39.4 7.74

P＜0.05
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の転倒恐怖感は，男性で93.1（27/29），女性で

93.8（91/97），健常者は男性で59.7（68/

114），女性で83.1（123/148）であった。転ぶ

ことが恐くて外出を控える者の割合は，要支援者

の男性66.7（18/27），女性60.4（55/91），健

常者の男性13.2（9/68），女性28.5（35/123）

であった。

. 転倒経験と転倒恐怖感，外出控えとの関連

表 5 は，過去 1 年間の転倒経験有無および転倒

経験による転倒恐怖感と転ぶことが怖くて外出を

控える割合を示したものである。過去 1 年間の転

倒経験を有する者の割合は，男女ともに要支援者

と健常者間で有意な差はみられなかった。転倒経

験有無と転倒恐怖感との関連性をみると，男性で

は転倒経験有（要支援者 100，健常者

60.0)・無（要支援者90.0，健常者59.5）

に関わらず要支援者が健常者より有意（P＜0.05）

に高い割合を示した。女性の場合は，転倒経験有

（要支援者94.9，健常者89.6）では有意

差がみられなかったが，転倒経験無（要支援者

93.1，健常者79.8）では有意差（P＜0.05）

がみられ，要支援者の割合が顕著に高かった。一

方，転倒経験有無と外出控えとの関連性をみる

と，男性では転倒経験有（要支援者77.8，健

常者56.7)・無（要支援者65.0，健常者

45.2）に関わらず要支援者と健常者間で有意な

差はみられなかった。女性の場合は，転倒経験有

（要支援者64.1，健常者41.7)・無（要支

援者62.1，健常者39.4）ともに有意差

（P＜0.05）がみられ，要支援者の割合が顕著に高

かった。

 考 察

要支援者の生活機能の改善を目指す介入を進め

るうえで必要となるニーズを詳細に把握するため

に，収集した資料を分析したが，次のような研究

の制限点があることを認めたうえで，本研究の意

義を探りたい。

健常者と要支援者を比較すると，様々な側面で

有意差があるのは当然だと思われる。しかし，ど

の機能や能力に顕著な差があるのかについては，

これまでにも報告がなく，詳細に検討する必要が

あると考えられる。特に本研究では，介護保険非

該当者（自立・健常者）と比べたときに要支援者

はどの機能で顕著な差があり，どの機能で差が小

さいのかを見出した後，特に顕著な差がみられる

機能の改善を目指す介入プログラムを開発すると

いうことを全体的な研究デザインとしている。

したがって，この論文で得られた結果が開発予

定の介入プログラムの科学的なエビデンスにな

る。要支援者に対する介入プログラムの第一歩

は，身体活動量を増やす方法を介しての生活機能

の改善を目指す介入を考えており，そのことから

運動習慣や主観的体力について比較している。

我々としては勿論，健常者と要支援者を単に比

較するだけでなく，要支援になってもそれ以上介

護度を増大させることなく，もし可能ならば，自

立の状態にまで改善しようとする研究デザインに

立って今回の分析を進め，まとめたいくつかの論

点について論議する。

まず，要支援者の運動習慣である。高齢期に行

う運動の意義について検討されてきた多くの先行
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研究では，活発な身体活動の習慣を有する者ある

いは適切な運動指導を受けることによって筋力，

最大酸素摂取量，柔軟性などの体力要素の改善が

みられると指摘されている9)。さらに，Carlson

らは，機能障害の主原因である疾病や機能障害自

体を予防するためには，日常的な身体活動のみで

は不十分であり，何らかの運動を行う必要がある

と指摘している10)。しかし，要支援レベルになる

と強度の高い身体活動や運動指導にはさまざまな

制約が存在する。よって，日頃気軽に実践可能な

軽い体操や散歩などの運動が日常生活機能に及ぼ

す影響について，吟味する必要がある。柴田11)

は，高齢期に行う運動の意義は，余命そのものよ

りも活動的余命に影響する可能性を指摘し，運動

習慣を有する高齢者は有しない高齢者と比べて10

年後の ADL の低下率が低かったと報告した。ま

た， Ishizaki ら12)は，運動習慣の無いことは

BADL 自立度低下の予知因子であると報告し

た。このように，高齢期の運動は生活機能の維持

に強く影響する可能性が示唆された。本研究の結

果から明らかになっている要支援者の運動習慣を

みると，運動習慣を有しない者の割合が男性で

62.1，女性で57.7と非常に高水準であること

から，要支援者に積極的に運動を勧める必要があ

ると考えられる。しかし，要支援レベルの虚弱高

齢者が日頃気軽に活用可能な家庭用運動プログラ

ムが整備されていないことから，要支援者に提供

できる運動プログラムの開発が必要であることが

推察された。

次に，要支援者の主観的体力の特徴を詳細に検

討するために行った質問の項目を体力要素別に分

けて検討した。その結果，「持久力」が必要な動

作（30分ほどの歩行，3 階までの階段昇り），「力」

が必要な動作（布団を干したり取り込んだりす

る，布団の上げ下ろしなど），「身体の柔らかさが」

要求される動作（正座で手後ろの物をとれる，膝

を伸ばして物を拾える）では「できない」と答え

た者の割合が高かった。一方，移動を伴わない単

純動作（上着に両腕を通せる，洋服のボタンをは

める，ズボンをはいたりぬいだりする）では「で

きる」との回答が 7 割以上と高かった。これらの

結果から，要支援者は健康を支える基盤としての

体力，つまり健康関連体力と指摘されている13)持

久力や筋力，柔軟性などの全身機能の低下がより

顕著であり，これらの体力要素の低下は，Ranta-

nen ら14)が指摘したように歩行障害の引き金にな

っていると考えられる。しかし，移動を伴わない

単純動作の身体機能は高い水準で維持しているこ

とが明らかになってきた。

要支援者の BADL について調べたところ，男

性では，入浴（34.5），歩行（27.6），食事

（27.6）の非自立度が高く，女性では，歩行

（20.6）と入浴（15.5）の非自立度が高い傾

向が観察された。健常者は BADL の95以上が

自立であるのに対して，要支援者はとくに歩行と

入浴の非自立度が高くなっていることから，これ

らの機能の改善を目指す支援が必要であることが

確認された。Dunlop ら15)は，ADL 障害発生につ

いて 6 年間の縦断的な資料を分析した結果，下肢

の筋力が必要な移動能力の障害が上肢の柔軟性を

必要とする着替えより先行すると指摘しており，

Ishizaki ら12)は，ADL 自立度低下要因について分

析して，年齢が75歳以上であること，握力が弱い

こと，過去 1 年間に入院歴があることは基本的

ADL 自立度低下の予知因子と同時に IADL の自

立度低下の予知因子であり，知的能動性や社会的

役割が乏しいことは IADL の自立度低下の予知

因子であると報告している。要支援者の高次生活

機能の状況について分析した本研究で，「いいえ」

と答えた者が 6 割以上の項目は，「友達の家を訪

れ る こ と が あ る （ 男 性  93.1  ， 女 性 

77.3）」，「病人を見舞うことができる（男性

75.9，女性71.1）」，「バスや電車を使って 1

人で外出できる（男性62.1，女性61.9）」

の 3 項目であった。これらの項目は，いずれも

「移動能力」を基盤とする活動である。この結果

は，要支援者の場合，歩行障害の高いことと関連

すると推察される。本研究で検討した歩行機能

は，健常者の 9 割以上（男性96.5，女性96.0）

は自立であるが，要支援者は男性27.6，女性

20.6が非自立であった（表 3）。歩く能力と高

齢期の健康指標との関連性について縦断的に分析

した先行研究によれば，歩く速度が速い人は，死

亡率が低いだけではなく，日常生活機能の自立度

が高く16)，しかも転倒率が低かったことから17)，

高齢者にとって最も大切な能力の 1 つは「歩く能

力」であることが明らかになっている。Ranta-

nen ら14)は，3 年間の追跡調査から歩行障害を引
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き起こす要因について分析したところ，バランス

と筋力が最も悪い群は良い群に比べて重篤の歩行

障害の発生率が 5 倍高くなることを検証し，バラ

ンス能力と筋力は歩行能力の維持には欠かせない

要素であることを強調した。

最後に，高齢期の日常生活の自立を阻害する 1

つの要因である転倒恐怖感による活動制限につい

て論議する。地域高齢者の転倒恐怖感について調

べた Howland ら18)は，26が転倒恐怖感を感じ，

35が転倒恐怖感のために活動を控える傾向があ

ることを，Tinetti ら19)は，43が転倒恐怖感を

有し，19が活動に影響があると報告している。

転倒恐怖感のために社会活動や余暇活動が制限さ

れると筋力やバランス能力を始めとする身体機能

の虚弱化が加速され，活動範囲が狭くなり，ひい

ては生活の質が一層低下することになりかねな

い。本研究で検討した転倒恐怖感をみると要支援

者の男性93.1（27/29），女性93.8（91/97）

と非常に高く，健常者の男性59.7（68/114），

女性83.1（123/148）であった。さらに，転倒

恐怖感が日常生活動作の制限にどのように関わっ

ているかについて調べた結果，要支援者は男性で

66.7（18/27），女性で60.4（55/91），健常者

は男性で13.2（9/68），女性で28.5（35/123）

が転ぶことが怖くて，外出を控える傾向にあるこ

とが明らかになった。要支援者は，転倒恐怖感を

有する者の割合が高くて外出を控える者の割合も

高かった。しかし，健常者は転倒恐怖感を有する

者の割合は高かったが，外出を控える者の割合は

低かった。このように，要支援レベルの虚弱高齢

者の転倒恐怖感は外出などの活動制限につながる

可能性の高いことが示唆された。さらに，転倒経

験と転倒恐怖感，外出控えとの関連性について検

討したところ（表 5），過去 1 年間の転倒率では，

男女ともに要支援者と健常者間で有意な差がみら

れなかった。しかし，転倒経験有無と転倒恐怖

感，外出控えとの関連性は男女によって異なる傾

向がみられた。男性の場合，転倒経験を有する要

支援者は有しない者に比べて，転ぶことを怖く感

じる者の割合のみではなくて，転ぶことが怖くて

外出を控える者の割合も高かった。反面，女性の

要支援者では，転倒経験有無に関わらず，9 割以

上が転倒恐怖感を有し，6 割以上が外出を控える

傾向が観察された。このことは，要支援者のよう

な虚弱高齢者が転ぶことを非常に怖く感じたり，

転ぶことが怖くて外出を控える傾向が高まったり

する背景要因として転倒経験が必ず関与するとは

言い難い傾向だと考えられる。この結果は，

Friedman ら20)が指摘したように，転倒が転倒恐

怖感より先行するものではなくて転倒が転倒恐怖

感の予知因子であるとともに転倒恐怖感が転倒の

予知因子であることから，転倒と転倒恐怖感は共

存している可能性が推察された。

以上の結果から，要支援者には，歩行や入浴な

どの基本的な生活機能の改善を目指す要素と社会

的役割を高める要素を組み合わせた介入が必要で

あることが推察された。また，移動能力を支える

バランス能力と筋力を高めるプログラムや転倒恐

怖感の解消を目指す総合的な介入プログラムの提

供が有効であることが示唆された。

 結 語

東京都国立市に在住している75歳以上の要支援

者126人，健常者262人を対象者に生活機能の特徴

について分析した。その結果，要支援者には歩

行，入浴を中心とする基本的生活機能と社会的役

割を高める支援が必要であることが推察された。

さらに，要支援者の 9 割以上（男性93.1，女

性93.8）が転倒恐怖感を持っており，6 割以

上（男性66.7，女性60.4）が転倒恐怖感

のために外出を控える傾向がみられた。これらの

結果を踏まえると，要支援者の転倒恐怖感の解消

を目指す介入プログラムの提供が必要であるとの

知見を得た。

本研究の要旨の一部は，第60回日本公衆衛生学会総

会（2001年10月，香川県高松市）において発表した。

（
受付 2002. 6. 7
採用 2003. 2.17）
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FUCTIONAL STATUS OF COMMUNITY-DWELLING FRAIL
ELDERLY IN THE JAPANESE LONG-TERM CARE

INSURANCE SYSTEM

Hunkyung KIM, XiuYing HU2, Hideyo YOSHIDA, Harumi YUKAWA3, and Takao SUZUKI

Key wordslong-term care insurance system, frail elderly, activities of daily living, fall, fear of falling, ac-
tivity curtailment

Objective To clarify exercise habits, self-rated functional ˆtness, activities of daily living (ADL) and fear
of falling in community-dwelling elderly who are classiˆed as frail by the eligibility decision
process of the Japanese long-term care insurance system.

Methods Subjects aged 75 years and older were classiˆed into a frail elderly group (n＝126; male＝29,
female＝97) and a healthy elderly group (n＝262; male＝114, female＝148). We had carried
out an interview survey using questionnaire asking about exercise habits, self-rated functional ˆt-
ness, ADL, fear of falling and activity curtailment. The survey was carried out by door-to-door
method and data were collected from November to December 2000.

Results Respondents who answered no practice of exercise were more likely to be in the frail elderly
group. Among the self-rated functional ˆtness items, endurance, muscular strength and ‰exibility
were comparatively low in the frail elderly group. The rates of basic ADL dependence were
higher for bathing (males＝34.5, females＝15.5) and walking (males＝27.6, females＝
20.6), for both sexes of the frail elderly group. Also, the rate of instrumental ADL dependence
was much higher in the frail elderly group than in the healthy elderly group. Among frail elderly,
93.1 of males and 93.8 of females had fear of falling. Of those who were afraid, 66.7 of
males and 60.4 of females curtailed going out due to this fear.

Conclusions Our ˆndings suggest that intervention programs are needed to improve bathing and walk-
ing ability as well as to provide social support for the frail elderly. Self-rated fear of falling is sig-
niˆcantly associated with activity curtailment in this population.
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